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評
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事業者に適切な指導を
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くりを進める。
推進

・

施

家庭ごみ有料化につい

策

ては、これまで行って

名

きたごみ減量化・資源
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4次長期総合計画における方向性

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 平成30年度 平成31年度 令和2年度

環境の保全に気をつけている市民の割合
1 ％ 90 未把握 90

総資源化率
2 ％ 39. 8 39. 2 39. 7

3

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 平成30年度 平成31年度 令和2年度

本施策を構成する事務事業数 本 24 24 24

トータルコスト 千円 1,889,673 1,889,673 1,781,863

事業費（内書き） 千円 1,767,434 1,767,434 1,649,861

人件費（内書き） 千円 122,239 122,239 132,002

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：平成28年度～令和2年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第
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定着と更なるごみ減量

、

化・資源化への意識醸

騒

成を
り、全市的に分別

濁

意識と適正な処理が浸

、

透してきた結果、 図る

不

。
不法投棄やポイ捨て

法

も減少傾向にある。市

投

民・事業者・行
政の役

棄

割と責任を引き続き周
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実施し、一般廃棄物処

め

理基
環境を残していく

に

必要がある。 本計画策

、

定・改訂時に検証を行

ご

っていく。同時に、広

み

報やホームページ等で

の

市
・資源化協力店制度

ポ

の運用や分別啓発活動



くらしづくり」】

・総合的環境施策の推進については、平成27年度に策定した「第二次環境基本計画」に基づき環境保全のための取り組みを進め

ていく。さらには、平成29年度に策定した「第三次地球温暖化対策実行計画」に基づき、地球温暖化問題の取り組みを進める。

・資源循環型社会の推進については
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６　令和4年度の

令

施策の位置づけ

和4年度に向けた方向性
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5

５　令和4年度に向けた施策方針

【第５次長期総合計画における施策名「地球環境にやさしい

―


